
１　税外滞納債権額の推移

２　滞納債権の縮減に向けた主な取組

 （１）弁護士への業務委託の活用（H25～）
・担当課のみでは対応が困難な滞納債権の整理・回収の促進

 （２）債権管理の強化（H25～）
・債権管理条例の施行（適正かつ効率的な債権管理）
・嘱託弁護士の活用（研修会の開催、法律相談、法律手続の指導等）

 （３）滞納債権対策会議の開催（H26.2～）
・部局ごとに滞納債権の圧縮目標を設定
・定期的に進捗状況等のフォローアップ

 （４）債権対策室の設置（H26～）
・嘱託弁護士による支援の拡充（週1回→週4回）
・担当課の職員を室の兼務にし、主要滞納債権を集中的に整理・回収

　　　　　　　　岡山県における
税外滞納債権の整理回収に関する取組

※滞納額のうち強制徴収債権の割合は３％程度であり、大半の滞納が奨学金や貸付金
 　などの非強制徴収債権（主に私債権）である。
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３　弁護士委託制度の概要
 （１）契約の流れ

（２）弁護士の役割

　別紙のとおり

（３）委託実績等（平成26年8月末時点）

弁護士委託した事案

※滞納額は、弁護士委託を予告又は委託した時点のものである。
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平成25年度 平成26年度 合　計

件数 滞納額 件数 滞納額 件数 滞納額

58 31,665

116 37,549 6 1,142 122 38,691

30 12,543 28 19,122

0 10 1,850

30 8,748 0 0 30 8,748

10 1,850 0

5,925 1 343 21 6,267

20,352 5 799 60 21,151

（単位：千円）

1 675

委託予告により完納
又は分納を開始

　完　納

　分　納

　訴訟提起

　催告中

　免除等 1 675 0 0
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選任・監理事前協議

監理
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推薦依頼

債権整理・回収業務委任契約

債権整理監理業務委託契約

推薦回答
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催  告 

 

訴訟の提起 

和  解 債務名義取得 

受任弁護士 主 務 課 

専 決 処 分 

訴訟の提起等の協議 

訴訟の提起等の承認 

議 会 報 告 

報告及び和解の協議 

和解の承認 
専 決 処 分 

議 会 報 告 

財産開示請求等 

決  裁 

債務名義取得の報告、財産開示請求等の協議 

弁護士会照会制度の活用又は財産開示請求 

強制執行 

決  裁 

財産状況の報告、強制執行協議 

徴収停止 

債権放棄 

強制執行の承認 
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納 付 交 渉 

 

分納誓約 

 

交渉に応じない 

 

生活困窮、 

行方不明等 

 

払う意志なし 

 

回収の管理 

徴収停止 

履行延期 

監理弁護士 

合意案の協議 

（債務免除、放棄を伴うときは要承認） 

委任終了の協議 

委任終了の協議 
財産なし 




